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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 
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25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                事例番号 192 
川崎地下街アゼリアの一時滞在施設の安全確

保と帰宅困難者対策 
 

■取組主体 川崎アゼリア株式会社 ■取組の実施地域 神奈川県（川崎市） 

■業種 不動産業 ■取組関連 URL http://www.azalea.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

地下街ならではの帰宅困難者対策 

 川崎アゼリア株式会社が運営する「川崎地下街

アゼリア」は、川崎駅に直結する公共地下歩道

として、昭和 61 年に建設され、川崎駅東口の

賑わいを牽引してきた。 

 同地下街では、帰宅困難者対策を想定してはい

なかったが、東日本大震災時においては、帰宅

困難者が約 3,000 人集まったため、臨機応変に

各種対応を行った。 

 この経験を生かし、積極的に「帰宅困難者一時

避難施設」としての役割を担うために、非常用電源装置の強化、デジタルサイネージの設置、天井

の補強などのハード整備とともに、大規模な避難訓練への参加や緊急時の災害情報提供に向けた協

定等を進め、地下街の魅力づくりと耐災害性の強化を両立する取組を実施している。 

 

  取組の特徴                                                 

東日本大震災時、予期せぬ帰宅困難者を受け入れる 

 東日本大震災時においては同地下街に多くの帰宅困難者が集まってきた。同社では、それまで帰宅

困難者対策について明確に意識することがなく特段の準備を行っていなかったが、刻々と移り変わ

る状況に応じて臨機応変に各種対応を実施し、約 3,000 人が一晩を地下街で過ごすことができるよ

うにした。 

 平成 23 年 3 月 11 日から 12 日かけては、次のような対応がなされた。 

14:48 安全確認：地下街やテナントの被害が無いことを確認 

16:00 店舗閉鎖：鉄道運休につき順次閉店 

18:00 駅閉鎖：地下街内滞留者が増加 

18:30 暖房継続・入り口開放：滞留者が 2,600 名を超える（当日 22:00 の気温 4.5 度） 

19:30 段ボール準備・配布：防寒用に段ボール 3,000 枚を準備（店舗が多く入居する地下街だか
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らこそ早急な調達が可能だった） 

23:20 毛布手配連絡：川崎区役所から防寒用毛布配布連絡（区役所で判断し配布が決定） 

01:20 毛布配布完了：滞留者全員に配布（滞留者の中学野球部員がボランティアとして活躍） 

（この間、区役所、保健所の職員が滞留者の健康状態を聞いて廻る。乳幼児には駐車場事務室でお

湯を提供。） 

04:50 京浜急行復旧・改札：滞留者の帰宅が始まる  

06:30 JR 復旧・改札：7時前に滞留者全員が退去 

10:00 開店：通常営業を再開 

 

経験を生かし、駅周辺で最も収容力の高い「一時滞在施設」として位置づけ 

 震災時の取組がきっかけとなり、平成 24 年 10 月には、災害時に帰宅困難者一時滞在施設としての

協定を川崎市と締結した。また、平成 26 年 4 月には川崎市が駅周辺の事業者、鉄道事業者（JR・

京浜急行）などとともに「川崎駅周辺帰宅困難者等対策協議会」を設立した。 

 その後「川崎駅周辺帰宅困難者等対策協議会」では定期的に「帰宅困難者対策訓練」を開催してお

り、協議会参加企業の従業員等 500 名が参加した訓練も実施し、災害弱者等の避難なども設定した

シミュレーションを行いながら、帰宅困難者を同地下街で受け入れる手順の確認なども行ってい

る。 

 地下空間は、地震災害に強く保温性に優れるとされる一方、停電時に暗闇となる可能性や一部避難

経路への避難者の殺到なども懸念される。また、東日本大震災の際には、停電は起きなかったが、

夜間、点灯及び暖房を稼動し続ける必要があった経験をふまえ、同社では、非常用電源装置の稼動

時間を 10 時間から 15 時間へと増強するとともに、デジタルサイネージの整備とあわせて災害時に

NHK の緊急災害情報を流す協定を締結するなど、ハード、ソフトの取組を進め、より一層の安全性

の確保を目指している。 

 

国の支援施策も活用 

 川崎駅周辺は、都市再生特別措置法に基づく「都市再生緊急整備地域」に指定されており、同地下

街は川崎市の「都市再生安全確保計画」（平成 25 年）において「一時避難施設」「情報伝達施設」

として位置付けられている。これを受け、平成 26 年度に創設された国土交通省の「地下街防災推

進事業」を活用し、天井の点検及び改修、避難誘導施設（蓄光材、防災サイン）やデジタルサイネ

ージの設置を進めていく予定である。 

 

  防災・減災以外の効果                                             

 同地下街が現在進めている「天井の改修」や「デジタルサイネージの設置」は、強靱化に資する取

組であるとともに、回遊性や快適性を高め、利用者に多様な情報提供を行うためのものであり、地

下街の総合的な魅力づくりと安全・安心への対策とが両立した取組となっている。 

 


